
（お知らせ）

令和２年７月１４日

防 衛 省

再就職等規制違反行為について

防衛省は、自衛隊法(昭和 29年法律第165号）第６５条の２第１項（あっ

せん規制）及び同法第６５条の３第１項（自己求職規制）の規定に違反す

る行為の疑いがあるとして、再就職等問題調査班及び防衛人事審議会再就

職等監視分科会による調査を行った結果、法違反行為等が確認され、内閣

府再就職等監視委員会及び防衛人事審議会再就職等監視分科会において法

違反行為等が認定されました。

本日、違反者及び関係者への処分を行い、再発防止策を講ずることとし

ましたので、下記のとおりお知らせいたします。

記

１ 事案概要

別添１及び別添２のとおり

２ 処分量定

別添３のとおり

３ 処分年月日

令和２年７月１４日（火）

４ 再発防止策

別添４のとおり



 

 
 

別添１ 

 

陸上自衛隊における再就職等規制違反行為の概要 

 

１ 事案概要 

 

（１）調査の端緒 

   防衛人事審議会再就職等監視分科会による若年定年等隊員の再就職等規制違

反行為の疑いに係る調査（別添２）の過程において、陸上幕僚監部人事教育部募

集・援護課（以下「募援課」という。）課長と課員との間で、将官である自衛官か

ら再就職の希望職域等を聴取したり営利企業等との間で再就職に関する調整を

し、それを共有したりしていた形跡が認められたことから、将官等の一般定年等

隊員に係る再就職等規制の監視機関である内閣府再就職等監視委員会に対して

任命権者である防衛大臣から令和元年５月１７日付で報告をし、同月２１日に内

閣府再就職等監視委員会から任命権者による調査を要求されたことにより、公正

かつ中立的な立場で調査を実施する観点から、防衛大臣の下に外部有識者等で構

成される「再就職等問題調査班」を同月２７日に設置し、若年定年等隊員の規制

違反の疑いを含め調査を実施したもの。 

 

（２）調査の結果認定した「将官の再就職援護システム」 

調査の結果、歴代募援課職員による多数の法違反行為、非違行為等が認められ

たが、これらは、募援課において長期にわたり構築・運用されてきた将官の再就

職のための援護システムの一環として行われてきたものであることが判明。 

 

 

(注) 本件における非違行為とは、法規制には違反しないものの、法の趣旨を損なう「将官の再就職援護シス

テム」を運用するにあたり、法違反行為を助長する行為と認められるもの。 



 

 
 

２ 違反行為等 

 

（１）自衛隊法第６５条の２第１項（あっせん規制違反） 

募援課において、退官が予定される将官に関する退官予想時期等の情報 

について、同条によって規制される営利企業等への情報提供行為等が認めら 

れた。 

 

（２）非違行為 

募援課において、「将官の再就職援護システム」を構築・運用するため、 

① 退官が予定される将官に対し、再就職等規制の説明等のために実施してい

た巡回説明の際に再就職に関する希望等を聴取 

② 将官の再就職に関する希望等をまとめて管理 

③ 退官後の将官に対し、営利企業等の要望等を伝達 

   等の行為をしていたことが認められた。 

 

（３）「隊員の再就職について（通達）」（防人計第 11866 号。平成 21 年 10 月 15 日）

（以下「あっせん禁止通達」という。）発出後、平成２７年１０月の自衛隊法改正

による再就職等規制導入までの間に、営利企業等に対し、将官に関する情報を提

供等の行為をしていたことが認められた。 

 

（４）自衛隊法第６５条の３第１項（自己求職規制違反）  

将官による自己求職規制違反の有無についても調査を実施したが、直接的に利

害関係企業等に対して自己求職を行ったと疑われる行為は認められなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

募集・援護課員
（現　陸自教育訓練研究本部）

久保募集・援護課長
（現　陸自教育訓練研究本部総合企画部総合企画課長）

募集・援護課員

募集・援護課員
（現　陸自教育訓練研究本部）

若松募集・援護課長
（現　東部方面総監部幕僚副長）

谷村募集・援護課員
（現　自衛隊体育学校長）

永田募集・援護課員
（現　陸自第１１旅団副旅団長）

山内募集・援護課長
（現　陸自補給統制本部長）

蛭川募集・援護課長
（現　陸自第６師団長）

募集・援護課員
（現　陸自第７３戦車連隊）

兒玉募集・援護課長
（現　陸自教育訓練研究本部副本部長）

H21.10.15

あっせん禁止通達発出

H27.10.1

自衛隊法による再就職等規制導入

停職３０日

戒告

停職１０日

戒告

訓戒

注意

注意

訓戒

訓戒

注意

R1.5.17

内閣府再就職等監視委員会へ報告

「あっせん禁止通達」違反

あっせん規制違反・非違行為

・法違反行為：３件

・非違行為：４４件

・法改正時においてシステムを継続

・文科省事案発覚後もシステムを継続

・法違反行為：１件

・非違行為：４件

・システムの廃止を指示

・法違反行為：１５件（＋通達違反１３件）

・非違行為：５５件

・法違反行為：７件

・非違行為：４７件

・システム廃止指示後も継続

・法違反行為：なし

・非違行為：６件

停職１０日



 

 
 

３ 「再就職等問題調査班」による法違反行為等の発生原因の考察 

 

（１） 防衛省・自衛隊において将官援護が必要であるとの意識の醸成や再就職あっ

せん禁止に対する不十分な取組み 

  ① 陸上自衛隊において、新たに導入された規制や制度等の実質的な趣旨につい

ての周知・教育が徹底されず、「退官後の再就職先を組織として確保する」とい

う意識から脱却することができなかった。 

  ② ①のような陸上自衛隊内の意識が、将官援護システムを担っていた募援課に

おいても、あっせん禁止通達や再就職等規制の趣旨から乖離した不当な解釈を

生み、これを維持・継続させる要因になっていたと考えられる。 

 

（２）募援課における営利企業等とのなれ合い関係の継続及びそれを生んだ組織体制 

  ① 若年定年等隊員の就職援護を担う募援課としては、営利企業等の側に対して

若年定年等隊員の再就職を依頼する一方、将官の再就職に関してはこれを依頼

される側になるため、企業とのより一層良好な関係性を築くために営利企業等

の依頼を受けるというインセンティブも働いていたものと考えられる。 

  ② 募援課においては、再就職をした自衛官ＯＢの再就職にかかる届出のとりま

とめ及びその内容の監視を行う機能も有しており、当該届出等を通じて、将官

ＯＢを含めた自衛官ＯＢの再就職の有無及びその再就職先を知ることが可能

であったため、営利企業等において、募援課が将官ＯＢの再就職状況を把握し

ているものとの認識の下、将官ＯＢ採用を検討した際にまずは募援課に行くと

いう行動を取っていたものと考えられる。  

 

４ 「再就職等問題調査班」による再発防止に係る提言 

 

（１）再就職あっせんに関わる一切の慣行の廃止 

① 大臣主導での防衛省・自衛隊としての将官の再就職あっせんに対する 

立場の表明 

② 再就職等規制部門と再就職援護部門との分離 

③ 新たな法改正等に際しての対応の見直し 

④ 企業に対する説明及び注意喚起 

 

（２）再就職等規制の制度に関する職員への周知の徹底 

① 防衛省・自衛隊の全職員に対する教育 

② 継続的な研修 

 

（３）将官の再就職に関するチェック体制の確立 



 
 

別添２ 

若年定年等隊員の再就職等規制違反行為の概要 

 

１ 事案概要 

   

  元・陸上自衛隊補給統制本部員（以下、「本部員」という。）が同職と利害

関係にある営利企業へ自己求職により再就職した経緯について、防衛人事審

議会再就職等監視分科会が再就職等規制違反の疑いがあるものとして、平成

３０年４月から調査をした結果、陸上幕僚監部人事教育部募集・援護課員

（以下、「募援課員」という。）及び本部員の再就職等規制違反に抵触する行

為が認定されたもの。 

 

２ 違反行為 

 

（１）自衛隊法第６５条の２第１項（あっせん規制違反） 

   募援課員は、本部員と利害関係のある営利企業(注)に対して、本部員の情

報提供、入社後の処遇に関する情報提供の依頼及び再就職の依頼、要求を

実行した。 
 

（注） 自己の職務に関し総額 2千万円を超える契約等の関係にある営利企業であり、在職中の求職活動や就職
の援助の規制対象 

 

（２）自衛隊法第６５条の３第１項（自己求職規制違反） 

   本部員は、利害関係のある営利企業に対して、在職中に募援課員を通じ

て、自己の再就職の要求、情報提供の依頼を実行した。 

 

 



別添３ 

陸上自衛隊における再就職等規制違反行為に係る 

関係者の処分について 
 
 
１ 再就職のあっせん規制違反に係る処分(自衛隊法第６５条の２違反等) 
 
 ・若松募集・援護課長         停職３０日 
  （現：東部方面総監部幕僚副長） 

 ・久保募集・援護課長         戒告 
  （現：陸自教育訓練研究本部総合企画部総合企画課長） 
 ・募集・援護課員           停職１０日 
  （現：陸自教育訓練研究本部） 
・募集・援護課員           停職１０日 

  （現：陸自教育訓練研究本部） 

・募集・援護課員           戒告 
 
 
 

２ 再就職あっせん禁止通達違反に係る処分(通達違反) 
 
 ・山内募集・援護課長         訓戒 
  （現：陸自補給統制本部長） 

 ・蛭川募集・援護課長         訓戒 
  （現：陸自第６師団長） 

 ・兒玉募集・援護課長         訓戒 
  （現：陸自教育訓練研究本部副本部長） 

 ・谷村募集・援護課員         注意 
  （現：自衛隊体育学校長） 

 ・永田募集・援護課員         注意 
  （現：陸自第１１旅団副旅団長） 

 ・募集・援護課員           注意 
  （現：陸自第７３戦車連隊） 
 
 
３ 指揮監督義務違反に係る処分 

 
・岩田陸上幕僚長           訓戒(相当) 

  （退職者） 

・岡部陸上幕僚長           訓戒(相当) 
  （退職者） 

・山崎陸上幕僚長           訓戒 
  （現：統合幕僚長） 



 
 
・山之上陸上幕僚副長         訓戒(相当) 

  （退職者） 

・湯浅陸上幕僚副長          訓戒 
  （現：陸上幕僚長） 

・髙田陸上幕僚副長          訓戒(相当) 
  （退職者） 

・小野塚陸上幕僚副長         注意 
  （現：東部方面総監） 

 ・松村人事部長            口頭注意(相当) 
  （退職者） 

・岩谷人事部長            訓戒(相当) 
  （退職者） 

・竹本人事教育部長          訓戒 
  （現：陸上幕僚副長） 

・森下人事教育部長          訓戒 
  （現：陸自第２師団長） 

・冨樫人事教育部長          注意     
【現役隊員】 
※山崎統合幕僚長以下１７名処分（処分内訳：停職３名、戒告２名、訓戒７名、注意５名） 

 

【退職隊員】 
※岩田 元陸上幕僚長以下６名について処分に相当する評価 

（評価内訳：訓戒５名、口頭注意１名） 
 



若年定年等隊員の再就職等規制違反行為に係る 

処分について 
 
 
 
１ 現職者の処分(自衛隊法第６５条の２違反) 

 
・募集・援護課員           減給２月１／６ 

  （陸自武器学校） 

 
 
２ 退職者の処分相当評価(自衛隊法第６５条の３違反) 

 
・補給統制本部員           減給１月１／６(相当) 

  （退職者） 
  



（１） 再就職あっせんに関わる一切の慣行の廃止

①大臣主導での防衛省・自衛隊としての将官の
再就職あっせんに対する立場の表明

②再就職等規制部門と再就職援護部門との分離

③新たな法改正等に際しての対応の見直し

④企業に対する説明及び注意喚起

（２）

①防衛省・自衛隊の全職員に対する教育

②継続的な研修

（３） 将官の再就職に関するチェック体制の確立

再就職等規制の制度に関する職員への周知の徹底

●防衛大臣による訓示の実施

●防衛大臣通達の発出

●各級会議における周知

●再就職等規制監視と就職援護を所掌する
　部署を分離する

●制度所管部署による企業への説明の実施

別添４

「再就職等問題調査班」による再発防止に係る提言 防衛省・自衛隊における再発防止策

●第三者による将官の再就職チェック体制の
　構築

再発防止策について

●制度所管部署及び各幕僚監部再就職等規制
　監視担当部署による隊員への周知教育の
　実施
　
●各機関等における教育の実施

●コンプライアンスに関する研修の実施
　（ｅ-ラーニングの導入検討）

●内閣府官民人材交流センターが行う再就職
　支援の利用促進


